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1 .はじめに一課題の設定一一

1992年のEU共通農業政策 (CAP)改革や 1994年の GATTウルグアイラウ

ンド合意に見られるように，先進国農政の趨勢は生産刺激的な価格支持による

農業所得政策から，直接支払われる経営補助金を用いたより生産中立的な農業

所得政策へ移行すZ過程1::あZ。直接支払いの政築上の根拠l土第 11::社会的

な観点からの最低所得補償である。ニれには，自然災害等により被る一時的な

所得低ドの一部もしくは全部を政府が補填するものや，生産条件の構造的な不

利に対して恒常的な年払いの補助金を給付するものとがある。第 2に， CAPの

開始以来，続けられてきた価格支持の見直しにより被る損失を，政策変更によ

る政府の「契約違反」として捉え (1)，損失の全部もしくは一部を補償するもの

である。これらは，将来的に継続して講じられるべきものではなし農業経営

が新たな政策的な枠組みに適応する過程に限定された，期限付き補償措置とし



2 農業総合研究 第 52巻第 1号

て位置づけられるべきと考えられている(2 )。第 3に，農業生産活動による外部

経済が存在するとき，政府が報酬として農業者に給付するものである。農業景

観や生態系の維持管理や国土保全機能が農業生産活動による外部経済として列

挙できる。

これらの直接支払いによる所得補償のうち，農業構造の変化に対して中立的

ではないのが，上述の第 1に掲げたうちの生産条件の構造的な不利に対する恒

常的な年払いの補助金と，第 2の補償措置である。第 2の補償措置は農政改革

の適応過程に限定されれば，むしろ構造再編過程がもたらす社会的な諸問題を

緩和させ，構造再編を円滑に進めることに寄与するであろう。しかし，生産条

件の構造的な不利に対する恒常的な年払いの補助金は，技術進歩の過程で拡大

する相対的な条件の不利性を補償し続けることで，小規模経営を温存させると

き，構造再編を阻害してしまうだろう。本稿の問題意識は，我が国で用いられ

る用語では中山間地域に相当するハンディキャッブ地域(3)の農業経営に対す

る直接所得補償と，農業構造政策や構造再編過程との整合性がいかに図られて

きたかという点にある。

ここで，フランスの農政学者クロル (Kroll)に依拠しながら(4)，農業構造政

策のねらいと農業構造の再編過程を描出しておくことは有益と考えられる。フ

ランスの 1960-62年農業方向づけ法， 1968年のマンスホルトプラン， 1985年

の通称 ECr縁の白書』では，構造政策を推進する上で「農業経営 3類型」が暗

黙に前提とされてきた。それを図式化したのが第 1図である。まず，農外部門

との均衡所得を達成し，特別な農業政策を必要としない経営群が第 1類型であ

り，他方，種々の投資を行っても市場環境に適応し，十分な所得をあげるのが

不可能な経営群が第 3類型である。第 3類型は，離農や経営委譲に係る奨励金

により，引退が促される。これら二つの類型の中聞に位置する経営群，すなわ

ち第 2類型を対象に，第 1類型へのキャッチアップを促すことが農業構造政策

の課題となる。こうして，第 3類型の経営の引退により供給される農地を第 2

類型の経営に集積することにより規模拡大を進めるとともに，第 2類型を対象

とした選別的な投資助成政策により農業近代化が進められる。このとき，自立
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生産手段(土地・資本)

農業経営の三層構造モデル第 1図

資料:Kroll (27)による.

下限面積は，特に青年農業者が経営者資格をもち，各種補助金，優遇制度の恩

恵を受ける際の下限規模とされるもので，将来的に自立不能な農業経営の存続

を抑止する意味を持つ。構造政策が描いてきたビジョンは以上の通りである。

第2図には，第 l図に表される 3層構造が農産物価格下落を契機とし再編さ

れる過程が図示されている。市場介入等で支持された農産物価格により，生産

生産子段を多く備えた経営(図中の

C) に対してその蓄積を促進する一方，生産手段装備が低い経営(図中のA)

は社会的に容認しうる水準の所得(5)を確保するに止まり，蓄積余力をもたな

このため，量に比例した所得が得られる。

これは①の生産手段装備の格差拡大の過程である。農産物価格が下落するL 、。

生産手段装備がこの時，とすべての農業経営の所得は低落するが(②の過程)， 

(③の過程)。低い図中Aの経営の所得は下限所得以下となり，離農が促きれる

この過程で十分な生産手段の蓄積がで中位に位置した図中Bの経営は，当初，

やがて下限所得の水準に所得が低下することになろう。以上の

ような過程により，農業生産は生産手段装備の高い経営に集中し，農業生産性

きないならば，
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資料:Kroll (27)に上る.

が高められるが，国内もしくは域内の自給水準を超えた生産量はやがて供給過

農業剰となる。他方，離農の進展により，農地拡大の供給源となるとともに，

どちらも農産物価格の低下に寄与するここの結果，者数は減少するであろう。

二つは農業者減少とになる。一つは供給過剰に起因する価格調整圧力であり，

による農業者団体の農産物価格決定に対する政治的影響力の低下である。農産

物の介入価格が傾向的に下落する環境が形成されることで，農業経営の淘汰，

ハンディキャップ地域に立地する経営

つまり構造再編は速やかに進展する。

クロルのモデルに当てはめるならば，



フランスの条件不利地域における直接所得補償 5 

は原点の近くに位置することになり，価格の下落に対してよりいっそう脆弱な

経営であることから，離農に対する誘同は大きい。 1970年代にハンディキャッ

ブ地域を対象にした直接所得補償制度は，生産条件の有利な地域との区別に基

づL、て，明示的に農業経営の存続を政策目的としたが，ハンディキャップ地域

の農業経営構造がそのまま温存されることはなかった。それでは，直接所得補

償制度は，クロルのモデルを念頭に置くと対象地域内ではどのような機能を持

ったといえるのであろうか。 EU諸国におけるハンディキャップ地域は気象条

件，士壌の特性から耕種作物の生産性が低く，草地飼料基盤に依存した繁殖肉

牛生産，羊肉生産および酪農を主体とした粗放的な生産構造を有している。そ

して，直接補助金もこれらの畜種を対象に支給されてきた。このため，生産条

件が有利な地域との区別に基ついた直接補償制度を検討する際にも，部門政策

と切り離して検討することはできないであろう。

ところで，我が国においても，近年EU諸国におけるハンディキャップ地域対

策について評価し，我が国への適用可能性に関する議論が行われている (6)。し

かしこれまでのところ，以J二のような構造再編メカニズムを念頭に置いた EU

諸国のハンディキャップ地域対策に関する分析は卜分行われているとは言えな

い。それは，ハンデイキャップ地域対策のみを抽出して論じられてきたためで

ある。構造再編が進むということは，農業経営が減少することと表裏であり，

直接所得補償策を講ヒるこ kで政策目標のひ左つに掲げられる農村の人口扶養

力を維持することとは相反する側面を含む。とりわけ，我が国で行われてきた

EU諸国のハンデイキャッブ地域対策研究はこの点について十分注意を払って

こなかったように思われる。

そこで，本稿では以上のような問題意識に基づいて，次の二つの課題を設定

した。第 lに，生産条件が不利とされる地域においても，主要生産物の価格の

傾向的下落，経営規模の拡大，農業経営数の減少といった，クロルモデルでい

うような農業構造再編が進行したことを示・すことである。課題の第 2は，この

ような農業構造の再編過程を視野に人れつつ，政策形成の背景や運用の実際を

明らかにしながら，粗放的な畜産部門に依存したハンディキャップ地域農業経
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営に対して講じられてきた直接所得補償措置の機能について分析することであ

る。

なお本稿では，以上の課題に取り組むために， EU諸国のうちフランスに限定

した上で，繁殖メス牛の飼養を中心とした草地飼料への依存度が高い組放型の

畜産に対象をしぼることにする。このような粗放型畜産に限定して検討するの

は，フランスにおける繁殖メス牛が， EU全体の飼養頭数の 4害IJ近くを占め

(1993年)，ハンディキャップ地域農業において支配的な畜産部門の主要畜種

であるとともに，後述するように直接所得補償の重要な対象家畜だからである。

また，酪農部門については，フランスに限らず， EUの北半分の諸国において，

多数の小規模経営に対する保護政策として，生産割当制度による供給調整で価

格を維持する傾向が強く，繁殖メス牛を中心とした粗放型畜産とは制度背景が

異なるため，本稿では考察の対象としない。

本稿の構成は以下の通りである。 2では，大規模畑作，集約型畜酪農，山間

酪農，粗放型畜産の四つの経営類型区分を行った上で，フランス農業における

粗放型畜産を位置づける。その際とりわけ，農業経営所得と農業構造に着目す

る。 3では，ハンディキャップ補償金や，粗放型畜産経営の所得に大きな影響

を与えるその他の直按補助金が呆たす機能と政策目的との整合性について分析

を行う。 4では，典型的な粗放型畜産地帯の事例としてモルウゃアン地方を取り

上げ，各種補助金が農業所得に与えている影響を具体的に解明する。

本稿は， 1996年 12月に農業総合研究所が主催した秋季特別研究会(共通テー

マ「条件不利地域対策の行方一一日欧の比較一一J)における筆者の報告(石井

(41) )を大幅に加筆・修正したものである o

注(1) Bergmann (3)， p.l18 

(2) OECD (34)， pp ， 33~35. 

(3) 本稿では EC司令 75/268に基づいて，指定される地域を総称してハンディキヤヅ

プ地域とした。この指定地域について，我が国では一般に条件不利地域と呼ばれるこ

とが多い。しかし後述のフランスの指定地域は山岳地域 (zonede montagne)，山

間地域 (zoned巴hautemontagne)， 111策地域 (zonede piemont)，その他条件不利

地域 (autreszones defavorisεes)の四つに区分され，この時の条件不利地域とのi昆
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同を避けるためて、ある。

(4) Kroll (27). 

(5) たとえば，経営者早期引退年金の給付水準があげられるであろう。

(6) 後藤 (45)，是永 (46) などがあげられる。

2 .フランス農業における粗放型畜産

フランスにおける一般的な県別の農業地域類型に基づき， r大規模畑作J県(11

県)， r集約型畜酪農」県(5県)， r山間酪農」県(9県)， r粗放型畜産」県(5 

県)について比較することで {1)，粗放型畜産の特徴を把握することができる。

なお，第 3図から分かるとおり， r山間酪農jおよび「組放型畜産」の構成県

は，ハンディキャッブ地域に属している。それぞれの地域類型の特性は主要作

物ごとの特化係数に明確に表われる(第 l表)。これによれば， r大規模畑作」

では穀物および工芸作物， r集約型畜酪農Jではとりわけ養豚，養鶏などの施設

型畜産， r山間酪農Jでは牛札，また「粗放型畜産」では成牛，羊・ヤギでそれ

ぞれ特化係数が高い。「粗放型畜産」の特化係数は特に高く，特定産品への依存

度が高い。 1970年と比較すると， r大規模畑作」の主作物の係数が下がる他は，

他の 3類型の特化係数はいずれも高まっており，生産立地の集中化がおきてい

る。以下では，これら 4類型について，所得と農業構造の側面から比較するこ

ととしよう。

第4図は，各類型区分の経営規模(家族労働力単位当たり経営面積)と集約

度 (ha当たり経営総所得)の関係を表しているけ)。図中に書き入れた曲線は，

全国平均値を通過する直角双曲線で，平均農業経営所得(家族労働単位当たり

平均経営総所得)を表す。所得格差をみるため，便宜的に平均農業経営所得の

60%の水準も図示した。「大規模畑作Jは労働力単位当たりの経営面積が大きい

ことで高い所得をあげ， r集約型畜酪農」は経営面積は小さいが土地集約度が高

いことで，ほぽフランスの平均的な農業経営所得を達成している。これに対し

て，一部経営規模の大きな「粗放型畜産J県では平均農業経営所得の 60%の水

準を凌駕するが，経営規模が小さく土地集約度が低い「山間酪農Jおよび「粗
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第 3図 フランスのハンディキャップ地域と類型区分

資料 :INRA/SCEES(26) p.194 
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第 1表各地域類型の特化係数

1970年 穀物
[芸

野菜果実ワイン成午
羊・ 養鶏・

作物他 ヤギ 養豚鶏卵 牛乳

粗放型畜産 0.44 1.67 0.63 0.55 0.09 2.81 4.00 1. 31 1. 26 0 . 39 
集約型畜酪農 0.24 1. 99 O. 86 0 . 34 O. 09 1. 17 0.19 2.69 1.91 1.52 
大規模畑作 2.73 10.55 1. 06 O. 52 O. 18 0 . 68 0.60 O. 33 0 . 62 O. 48 
山間隙農 0.15 0.92 0.42 0.23 0.08 1.29 2.81 1.44 0.68 2.27 

1991年
馬鈴薯油糧/r物目
-甜菜量自作物

粗放型畜産 0.65 0.43 0.54 0.52 0.51 0.14 4.09 5.09 0.74 0.52 0.49 
集約型畜酪農 o . 28 O. 30 O. 29 0 . 88 0 . 17 O. 01 1. 13 0.21 3.79 2.61 1.45 
大規模畑作 2.46 2.96 2.10 0.99 0.36 0.60 0.42 0.39 0.18 0.46 0.34 
山関西書農 0.17 0.25 0.14 0.39 0.16 0.12 1.80 3.30 0.97 0.33 3.07 

資料:Ministをrede I'Agriculture et de la Foret (28). (32). 
注.特化係数は，各地帯別の作IUJ生産額シェアを全国の作目別生産額シェアで除し

て算出.
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第 4凶規模と集約度(1991年)

資料:Minist任rede I'Agriculture et de la Foret (32). 



10 農業総合研究第 52巻第 Iザ

放型畜序uでは 60%程度，あるいはそれ以下の水準にとどまっている。

各類型の農業経営所得が形成される背景を説明するものとして，農産物価格

と竺産量を規定するー要因である生産規模の動向を明らかにしよう。まず，第

5凶から明らかなように，農畜産物の実質生産者価格は 1970年以降，傾向的に

低落した。果実，野菜を除いた農斉産物全体で， 1995年実質価格は 1976年の

54.9 %である。特に下落率の高いのが穀物で，同様に 36.1%，また成豚も 4l.8

%に過ぎない。「粗放型畜産jの主生産物である成牛は同様に， 56.9 %，成羊・

子羊 43.7%であるが，l:f~i童書IJ 当制度が実施されている牛手しの下げ幅は相対的に

小さし 72.4%である。これらは，需給関係を反映して，市場介入を弱めたこ

との表われであるが，特に 1980年代以降は国際市場価格の低下とともに，供給

過剰農産物の補助金っき輸出の増大がEU財政を圧迫したことに対する措置が

反映したものといえよう。

次に，経営規模である。まず第 2表には， 1970年代， 80年代， 80年代後半以

降の農業経営減少率を示した。これによると，フランス全国では 70年代， 80年

代はおおむね年 2%台の減少で推移したものが， 80年代後半以降は 4%台に跳

ね Lがった。四つの類型区分のrflで，経常規模が最も小さい「集約型畜酪農」

で減少率が高く，経営面積規模の最も大きい「大規模畑作」で減少率が低い。

これらの中間に位置するのが「山間酪農J，r粗放型斉産jである o r粗放型畜産」

の平均経営面積は fllJ間酪農Jの 2割弱ほど大きいが，両者の減少率はほぼ等

しLミ。いずれの類型においても，農業経営の減少率に対して農業利用面積の減

少率は軽微であり，農業経営の減少は経営規模の拡大に帰結した(第 3表，第

4表)。また， ["大規模畑作」を除外すると 1970年代に極めてわずかであった農

業利用面積の減少率は， 1980年代に高まるものの 1980年代後半以降は低下し

ている。 CAP改革前夜以降は規模拡大意欲の上昇，農地需要の高まりがむしろ

趨勢であったとみられる。こうして，フランスの農業経営の平均規模は， 1970 

年から 1995年の 25年間にほぼ 2倍ーの 37haになった。ハンディキャップ地域

に立地する rLlI間酪農J，r粗放型畜産」も例外ではないことがわかるであろう。

さらに，第 6['ヌjは 1970年以降の実質農業所得の推移を示したものである。フ
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第 2表農業経営の減少 率

1970-79 1979-87 

粗放型畜産 2.53 2.35 

集約型畜酪農 2.71 2.85 

大規模畑作 2.00 1.67 

山間酪農 2目53 2.42 

フランス 2.51 2.38 

参 考 1970-79 1979-87 

ドイツ* 2.57 2.31 

イギリス 2.15 0.40 

1970-77 1979-87 

イタリア 1.12 0.21 

資料:Minist吾rede ¥' Agricu¥ture et de la For色t(29). (33) 

Commission of the EU (17) 

i主. * 1970. 79. 88年については，旧西ドイツ.

100 

80 

60ト fト農畜産物(果実，野菜除く)

t ー穀物

→←成牛(屠畜)

+ 牛乳

(単位田%/年)

1988-95 

4.09 

5.21 

3.91 

4.04 

4.18 

1987 -93 

2.49 

1.09 

1987-93 

1.85 

40 
1976 1980 1985 1990 1995(年)

第 5図 フランスにおける実質生産者価格の推移

資料:Commission of the EU (16)， (18). 
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第 3表農業利用面積の減少率
(単位・%!年)

1970-79 1979-88 1988-95 

事且放型畜産 0.02 0.39 0.25 

集約聖畜酪農 0.32 0.69 0.16 

大規模畑作 0.02 0.20 0.26 

111間酪農 0.13 0.28 0.25 

フランス 0.15 0.34 0.22 

資料:Ministere de l'Agriculture et de la Foret (29)， (33) 

第 4表 農業経営面積の平均規模

(単位:ha) 

1970 1979 1988 1995 

粗放型畜産 25.4 31.9 38.1 50.2 

集約型畜酪農 13.6 16.9 20.6 29.7 

大規模畑作 41. 9 50.2 57.4 74.6 
山間酪農 21. 7 27.0 32.8 43.0 

フランス 18.8 23.4 28.1 37.4 

来o? 考 1970 1979 1987 1993 

ドイツ* 11.8 14.4 16.8 28.1 

イギリス 54.2 63.7 64.4 67.3 

1970 1977 1987 1993 

イタリア 6.0 6.3 5.6 5.9 

姿料:Ministere de l'Agricu1ture et de 1a Foret (29). (33) 

Commission of the EU (17) 
j主.キ1970，79， 88年については，旧西ドイツ.

ランスの実質農業経営所得は戦後ほぽ一貫して上昇した後， 1973年を境に減少

もしくは停滞期に入った。そして， 1973年水準を再び、達成するのは 1990年に入

ってからのことである。類型区分別についてみると， 1970年以降一貫して所得

水準が上昇しているのは「集約型畜酪農」のみである。「大規模畑作」の所得は

1980年代中盤まで下落した後，安定ないしは微増に転じた。「山間酪農」の所得

は 1970年代中盤のピークの後停滞的に推移するが， 1980年代前半以降増加し

はじめた。「組放型畜産Jの所得は 1980年代前半まで「山間酪農」のそれを上

回っていたが，その後低落する過程で「山間酪農Jの所得をド回った。このよ
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第 6図 経常71iたり経常総所得の推移(1980年を基準とする実質所得)

資料:Ministere de l' Agricu1ture et de la Foret (28)， (32)ー

うに，フランス農業の主要な類型区分の中で，最も所得水準の低いのが「粗放

型畜産」なのである。

以上，主要農畜産物の生産立地を類型化することにより，フランスの「粗放

型畜産」を相対的に位置つ守けることができた。これを小括しておけば，第 1に，

「粗放型畜産Jは最も農業経営所得の低い部門に属していることである。第 2

に， I粗放型畜産Jの主要生産物で、ある成牛生産者価格は，農畜産物一般と同程

度に低落した。第 3に，価格動向に応じて農業経営数の減少，規模拡大のテン

ポはフランス農業全体と比べて遜色ない。「粗放型畜産Jもクロルが描いた農業

構造変動のモデルに則っていることが分かるであろう。「粗放型畜産Jにみられ
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る農業経営数の減少，経営規模の拡大は平均所得を上昇させる要因となるが，

それは価格の低落を補う程大きくはなかったので， r粗放型畜産Jの平均所得は

傾向的に低落せざるをえなかったのである。

注(I) 県単位の農業区分としては，通常 1981-85年の県農業生産額の構成から 5区分

(Ensembles)， 13類型 (Sous-ensembles)に分類されたものが用いられることがあ

るが (Minist吾rede l'Agriculture et de la Foret (33))，ここでは 1991年の県農業生

産額を利用し，農業区分の構成に修正を加えて分析を行った。これは，最近の農業生

産構成に基つくとともに，ワイン生産など一部地域の特殊な作物の影響を排除するた

めである。本稿における各類型区分の構成県は以下の通りである。

「大規模畑作j県:セーヌ・ェ・ 7 ルヌ，イヴリンヌ，エソンヌ，ヴァル・ドワーズ，

オーブ，エーヌ，ワース¥シエール，ユール・エ・ロワール，ロ

ワレ，ヨンヌ

「集約型畜際農」県:ヴァンデ，コート・ダルモール，フィニステール，イル・エ・

ヴィエンヌ，モルビアン

「山間酪農」県:ヴォージュ， ドゥー，ジュラ，テリトワール・ドゥ・べルフォー，

アヴェロン，オート・サヴォワ，カンタル，オート・ロワール，ロ

ゼール

「粗放型畜産」県ーニエーヴノレ，コレーズ.クル ズ，オート・ヴイエンヌ，アリエ

ー-1レ

(2) フランスの農業経営所得を把握するには，農業経済計算 (Lescomptes de I'agricul-

ture francaise) と農業簿記調査 (Reseaux d'Information des Comptabilit色

Agricoles : RICA)がある。本稿では，県内農業生産から中関投入等を差し引き，経

営総所得 (ResultatBrut d'Exploitation)が算出される農業経済計算を用いた。経営

数や労働投入量は農業センサスや農業構造調査から推計され，経営当たりもしくは労

働投入量当たりなどの経営総所得が得られる o 用いた資料はいずれもフランス農林省

調査統計部 (SCCES)から出版，公表されているものである。なお，経営総所得は，

農業生産(販売十自家消費) 中関投入+補助金十災害補償金一賃金・社会保険

料一課徴金一賃借料 土地税 利子 災害保険掛金，で得られる。

3.粗放型畜産に対する直接所得補償

これまで言及してきた農業経営所得には，農業経営に対する直接補助金が合
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まれている。 しかし直接補助金ば， 農業経営所得の減少を補うものではなかっ

Tこ。 ぞれでは， 生産粂f牛が不利な地域の農業経営に対して， 直接補助金はどの

程度の所得維持効果を持ったのであろうか。第 7図は統計ーLの経常類型のうち，

「肉牛Jr羊・および、その他草食家畜J経営の経営総所得に対する補助金の割合を

示したものである(1)。先に粗放型畜産地帯として類型区分した 5県は， 肉牛，

芋生産への特化が著ししその農業経営所得は 1982年をピークに下降しはじめ

たことを示した。所得に対する補助金の割合が上昇してきたにもかかわらず，

このように所得下落が生じていたのである。 このことは，直接補助金が中長期
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第 7図 農業総所得に対する補助金割合(フランスの粗放型畜産経営)

資料:Les Comptes de l' Agriculture Francaiseより作成.
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的に農業所得を十分に補償するものではなかったことを意味し，またクロルが

提示した農産物価格の下落がもっ構造再編機能(集積と離農)が損なわれなか

ったことを示すものである。

このように，これまで支給されてきた粗放型畜産に対する直接補助金は，所

得を十分補償する機能はもっていなかったのである。それでは，直接補助金は

どのような役割を発揮したというべきであろうか。そこで，異なる目的を持っ

た3タイプの補助金の成立の契機や運用の実態を検討することを通じて，直接

補助金の役割を明らかにしてみたい。生産条件の不利に対する補償を目的とし

た補償金，政策変更による市場価格の低落に対する補償金，そして外部経済を

生み出す営農活動に対する報酬としての補助金の三つがここでの分析対象であ

る。

( 1 ) ハンディキャップ地域補償金の目的と運用

生産条件のハンディキャップに対する補償金は，フランスでは 1972年に制度

化された後， 1975年には EC司令 268/75により EU構成回全体で実施可能と

なった。その政策目的は，①生産条件のハンディキャップを補填するとともに，

②人口減による農村地帯の活力低下を防止し，③環境保全的な粗放型畜産の維

持・育成を図ることであり，対象地域を指定した上，投資助成の優遇や直接所

得補償をその手段とした(2)。農業が持つ生産機能に加えて，農業生産活動が持

つ一定の外部経済効果を評価することもハンディキャップ農業対策の目的とし

た。

EUレベルにおいて，ハンディキャップに対する補償措置を導入する直接の

契機となったのは，第 2次世界大戦中から同様の措置を講じてきたイギリスの

EU加盟である。イギリスにおける当初の目的は，丘陵地帯のような限界地にお

ける農業生産を振興することにあった(3 )。イギリスの従来の丘陵地農業政策の.

継続を確保するために， EUレベルでの適用が始まったわけである。フランスを

含め，大陸の EU構成国でもこのようなハンディキャップを抱えた地域の農業

経営所得政策が全く議論されなかったわけではない。フランスでは，山間地域
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に限って試験的な導入が既に始まっていた。その際の地域指定の基準は標高や

傾斜度による物理的な指標に基づいていた。つまり，イギリスでは丘陵地が最

劣等地であるのに対して，フランスの最劣等地はさらにハンディキャ、ソプが大

きい山間地域となる。こうして，イギリスの加盟を契機に，大陸で議論になっ

ていた山間地域に加えて，イギリスの丘陵地のような過疎の危険のある地域を

対象地域として. EUレベルの法制化につながったので、ある。

EC司令として法制化きれると，各構成国は定められた施策を実施する場合

に，負担の一部を EUから受け取ることができるが，補償対象地域，補償金単

価の設定や変更等，運用の裁量幅は小さくない。そこで，運用の経緯を明らか

にしながら，フランスにおける粗放型畜産に対する直接所得補償の政策的意図

について考察してみたい。

まず第 1に，フランスにおける補償対象地域の設定にみられる政策的な合意

についてである。 EUレベルの法制では山間地域と条件不利地域の 2区分のみ

が設けられたのに対して，フランスでは独自に山間地域の中で特に条件の劣る

地域を山岳地域とし，条件不利地域の中で山間地域に隣接する地域を山麓地域

として区分の細分化を行った(4 )。対象地域の多様性に対する配慮である。フラ

ンスでは. EUレベルの法制化の前に山間地域に限って所得補償措置を講じて

いたが. 11J間地域以外に条件不利地域が設定されたことにより，当然ハンデイ

キャッブ指定区域が拡大した。しかし，山間地域および山岳地域以外の地域に

ついて補償金が給付されるようになったのは，羊の場合 1980年から，牛につい

ては 1988年からであった(ただし，牛の場合は肉専用種生産が対象であり，酪

農に対してはー部小規模階農経営のみが対象となったに過ぎない)。それまで

は，ハンディキャッブ地域に対するハンディキャップ政策は投資に対する助成

措置(補助金や利子補給など)の優遇に限られていた。

これらハンディキャップ地域では，通常の条件Aの地域に比べて投資効率が劣

るO したがって，生産条件に規定された投資効率の劣性を補い，通常の条件の

地域で進行する近代化投資競争への参加を促すという点に限定されたわけであ

る。それは，ハンディキャップ地域に対して，青年農業者自立助成，施設改善
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計画といった近代化投資助成について，通常の地域の助成額や融資条件よりも

優遇するものでJ、ンディキャップ地域における「自立可能な経営(exploitations

viables) Jを育成しようとするものであったといえよう。そのねらいは，ハンデ

ィキャッブ地域を同有の対象とした畜舎整備投資に対する補助も，改善後の飼

養頑数のド限を設けていることにも示される。ハンディキャップ地域における

投資助成も基本的に選別性が失われているわけではないのである。

ところで，粗放型畜産の集約化技術への適応jJは小きいため，投資需要は経

営由

産と同じように経営規模の拡大にともなう投資需要に加えて，集約化の投資需

要があるだろう。しかし，全国的にも経営面積の拡大にともなう投資は誘発さ

れるのであり，両者の格差は集約化投資がもたらす生産性上昇分だけひろがる。

集約化に制約がある粗放型畜産に対しては，投資に対する助成率を優遇したと

しても，規模不変のままでは投資の誘因は限定される。集約化投資による生産

性の向上が可能な地域・生産体系に匹敵するような生産性の向上を粗放型畜産

が達成するには，経営面積の拡大がよりいっそう進展しなければならない。こ

のため，ハンディキャッブ農業対策の目的のひとつ，農業経営数を維持するこ

とによる農村の活力低下の防止と， r自立可能な経営」の育成とは，粗放型畜産

の特性を考えた場合，必ずしも両立するわけではない。

運用手法上重要な点の第 2は，経営規模(家畜飼養頭数規模)による補償の

差別化である。フランスにおけるハンディキャップ地域補償金の運用では，対

象頭数を 50頭に制限した L25頭以下と 26-50頭の補償金単価に格差を設

けることで，小規模経営の補助率が高く設定された。これは，生産条件のハン

ディキャップを補償するというよりもむしろ，小規模経営の保護を意図したも

のといえよう。粗放型斎産地帯においても，生産物価格低落の過程で、農業経営

数は減少し，規模拡大が進行していることを明らかにしたが，ハンディキャッ

ブ地域補償金による小規模経営の所得底上げは，むしろ価格低落がもたらす小

規模経営の駆逐効果を緩和し，離農の速度を下げる点が社会的に重要で、あった

と考えられる o 少なくとも，年金給付年齢に達するまで，あるいは早期引退制
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度対象年齢に達するまでは，小規模経営者といえども職業転換は困難であり，

農業就業を継続せざるを得ないためである。

第3に，補償金単価のi設定についてである。当初，ハンディキャップ地域補

償金単価の提示額は，肉専用種繁殖メス牛 20頑程度の畜産経営を想定しなが

ら，経営簿記調査などをもとに平地と山地における粗生産額と諸費用の差を推

定し，これから別の政策によって補償済み部分を控除して算出することになっ

ていた(6)。しかし，生産条件のハンディキャ yプを逐次，補償金単価に反映さ

せることは，技術的にも困難を伴うこともあり，政策的な裁量余地は大きくな

らざるをえない。また逆に，農業所得下落期には農業者団体の圧力が反映しや

すくなる。

このことについて，第 5去のハンディキャッブ補償金の単価の推移から検討

してみよう。ハンディキャップ補償金は，山間地域の場合， 1993年には羊を対

象とする実質単価が導入当初と比べて 113%になったのに対して，午を対象と

する単価は 91%に減少した。農業経営所得の推移との関連で見れば，ハンディ

第5表 ハンディキャッブ地域補償金単価の推移
(単位・フラン)

山岳地域 山間1也域 山麓地域 普通条件不利地域

年
1二本 芋 守二*

羊(乾

羊燥地域)
午*

芋(乾
下ー燥地域)

牛 羊 ( 乾

(肉用)羊燥地域)

1974 200 200 200 200 200 

1978 300 300 200 200 200 100 100 100 

1980 465 465 310 310 310 130 130 130 100 100 

1983 600 600 350 355 385 150 165 165 143 143 

1985 629 629 371 400 518 159 174 261 152 228 

1988 764 838 568 620 793 217 281 471 152 254 422 

1992 795 956 591 735 956 226 333 558 166 302 500 

1993 882 960 656 816 960 251 370 619 184 335 555 

補償金導入時と 1993年の実質単価の比較
(単j，t:%) 

l122 133 I 91 113 133 I即 日 253 105 167 277 

資料:フランス農林省より.

j士.キヤギに対する単価も [o]額.
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キャップ補償金制度の開始は，実質農業経営所得の低下が始まった時期にほぼ

重なる。しかし， 1970年代後半の農業経営所得の低落期には，山麓地域が新た

に補償金給付の対象に加えられるとともに，山岳地域に限って補償金単価の引

上げが行われた。ただし，山間地域の補償金単価については据え置かれたため，

実質単価は低ドした。その後 1980年以降，補償金単価は逐次引き上げられてお

り， 1988年には大幅な単価引上げが行われた。また，この時粂件不利地域に対

しでも粗放型畜産地帯の主畜である繁殖メス牛に限って補償金の対象とした。

これは， 1982年以降続いた所得ド落期の谷にあたる時期である。また， 1990年

から 1992年にかけての所得低下の後， 1993年に補償金単価が引き上げられた

のも，所得低下局面の農業同体の圧力とは無縁ではないであろう。フランスの

有力農業団体 (FNSEA)が補償金単価の物価スライドを要求としてあげている

ことからも(7に補償金単価引上げの契機には，農業経営所得の実勢が強く反映

されてきたことが示唆される。

(2) 価格低落に伴う直接補助金

ハンディキャッブ地域補償金に加えて，粗放型畜産経営の所得に対して， 1980

年に導入された繁殖メス午生崖奨励金や羊生産奨励金の影響が次第に大さくな

ってきた。繁姫メス牛生産奨励金導入の政策的な意図は，酪農経営から副産物

として産出される肉午の生産と，肉専用繁殖メス牛による肉午生産の差別化を

行うことにあった。酪農経営は数の上でEU構成国の中で重要であり，ドイツや

オランダ，そしてフランスの集約的な酪農地帯(特にブルターニュ半烏)や山

間酪農地帯(ヴォージュ，ジュラ，マシフサントラル)では札価が農業所得支

持の指標となる(自)。このため，政策札価に支えられる小規模酪農の発展は，牛

手Lの過剰とともに副産物である肉牛の過剰を引き起こすことになった(9)。た

だ，第 5図に明らかなように，過剰基調下にありながらも供給調整の手段とし

て数量調整が選択されたこともあり，乳価はその他農産物に比べて落ち込みは

小さ L、。価格支持を基本として酪農経営の所得を維持しつつ，肉牛価格につい

ては市場の需給関係をより反映したものとされた。このことが，繁殖メス牛に
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よる肉牛専門経営の所得を価格下落に伴う所得補償で補填する措置が講じられ

たことの背景である。

また，粗放型畜産地帯において繁殖メス牛飼養に次ぐ重要な畜種である羊に

対しでも，生産奨励金制度がある。羊生産奨励金の導入は， 1980年に羊肉部門

において共通市場が形成されたことが契機となった。羊肉市場の形成を困難に

していたのは，特にイキ、リスとフランスの羊肉の生産性の格差が大きし共通

市場の形成を難しくしていたためである。フランスの羊肉価格はイギリス価格

に比べて，約 2倍の水準で、推移しており(10)，共通市場の形成によってフランス

の羊生産経営への打撃が大きいと考えられたことが背景にある。このように，

羊生産奨励金は共通市場の形成がもたらす激変を緩和する措置として位置づけ

られるであろう。

第 6表は，粗放型畜産経営が給付対象となる各種経営補助金の単価の推移を

示している。繁殖メス牛生産奨励金もハンディキャップ補償金同様， EU負担分

にフランス政府加算を行う際に，飼養頭数に応じて奨励金単価に格差を設け，

小規模経営を優遇している。ただし， 1992年までは奨励金対象頭数の上限が設

けられていないため，規模に比例して給付額の増加が生じるしくみになってい

た。このため，所得再分配機能は弱い。さらに，導入当初， 40頭以下の奨励金

第 6表 牛肉・羊生産に対する補助金単価の推移
(単位フラン/j員)

1981 1982 1985 1987 1992 1993 1994 1995 

繁殖メス牛奨励金(40頑以下) 239 247 280 377 672 759 959 1158 

" (40頭超) 119 123 140 226 514 599 799 998 

うちEU負担ーう〉 120 93 105 189 395 559 759 958 

フランス加算分(40頭以ド) 119 154 175 189 277 200 200 200 
11 (40頭超) 30 35 38 119 40 40 40 

オス牛奨励金 316 479 599 718 

粗放加算 239 239 239 

羊生産奨励金 12 62 115 147 169 142 164 

農村奨励金 55 44 44 44 

草地奨励金(フラン/ha) 200 250 300 

資料:Desriers (l9)，Chambre d'Agriculture de la Cote d'Or (lOl，Carrere et al. (7) 
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単価が 40頭以上のそれの 2倍であったが，次第に両者の格差は縮小し，所得再

分配機能を弱めていることがわかるだろう。また，繁殖メス午生産奨励金の単

価の推移を見ると，導入当初，ハンディキャッブ補償金の中では単価が高い山

間地域および、山岳地域の補償金に比べてその単価は低かったが， 1990年代に入

るとそれを凌駕するようになった。羊生産奨励金も同様で，導入当初ハンデイ

キャッブ補償金に比べかなり低い水準にあったが，近年最も補償金単価の高い

乾燥山間地域の水準にほぼ等しくなった (11)。以上のことから，粗放型畜産経営

の所得に対する直接補助金の中で，ハンディキャップ補償金以外の補助金の影

響力が増大していることが明らかであろう。また，所得再分配機能が低下する

ということは，経営規模聞の所得格差を拡大させることになり，価格低落がも

っ構造再編機能が発揮されやすくなることをも意味する。

さて，このように粗放型畜産に対する直接所得補償措置は，ハンディキャッ

プ補償と価格下落に対する補償措置からなるが，両者を比べると後者に政策上

の利点がある。それは第 1に，ハンディキャップの概念を正確に定義し，補償

金の算定に反映させることが技術的にも困難なことである。特に指定地域の拡

大に際しては，政治的な恋意性が加わる余地は極めて大きい (2)。第 2に，補償

金単価を下げるのも政治的に難しい。この点，不足払いに準じた繁殖メス牛生

産奨励金などの場合には設定した参考価格と市場価格の差額をベースにするこ

とにより，補償額設定に伸縮性を保つことができる。第 3に，粗放型畜産は生

産物価格の低下を吸収する生産コスト削減余地が小さいため(13)，所得補償措置

には迅速性が必要となるからである。

フランスにおいて粗放型畜産経営の低所得対策について，価格政策の枠組み

の中で処理しようとしたことの背景には， EU農業政策の制度上の問題も指摘さ

れるべきであろう。それは，イギリスのrEC政策の基本指針」がEC財政から

の最大限の受け取りを追求することにあったと同じように(4)，フランスにもそ

のような動機づけがあったとしても不思議はない。つまり，価格下落による所

得補償歳出が，u.ぽ全額EU負担であるのに対し，ハンディキャップ地域補償金

の場合， EU負担は 25%であることである。このため，各構成国の実態に合わ
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せた分権的な政策運営が可能となる反面，ハンディキャップ地域補償金単価の

増額は加盟国の負担を大きくする O また，構成田聞の競争阻害的な補助金政策

を防止するために，ハンディキャップ地域補償金単価の上限は EUレベルの規

則で決定されるが，構成田の負担を大きいままにして上限をあげると，構成国

聞の貧富の格差がノ、ンディキャップ地域対策に反映してしまう。このことが，

ハンデ、イキャップ地域補償金への歳出が相対的に伸び悩む制度的理由と考えら

れる (15)。

粗放型畜産経営の低所得対策として講じられてきた直接所得補償措置におい

て，ハンディキャッブ地域補償金よりも繁殖メス午生産補償金のような価格低

落を契機とする補助金が主軸となったことは，以卜ムのような理由から理解され

る。さて，構造再編に対するこれら補助金の合意は，第 8図に示した経営規模

と補助令の受給額の関係、から考えることができるであろう。同中の補助金は粗

放型畜産経常が給付を受ける補助金の代表的なものであり，ハンディキャップ

地域補償令(山間，条件不利地域)，繁殖メス牛生産奨励金，草地奨励金につい

て， 1995年単価に基づいて凶示されている。ここで，繁殖メス牛生産奨励金

は，規模に比例して給付額が噌加する。ハンディキャ、ソプ地域補償金や後述の

草地奨励金は，補償対象限度頭数もしくは面積が設定された補助金である o た

だい草地奨励金の補償限度面積は 100haで，第 4表で示した「粗放型畜産」

経営面積のおよそ 2倍であり，補助金額が経営規模に比例して増加する範囲は

広い。このような粗放型畜産経営に対する補助金の体系については，一方でハ

ンディキャッブ地域補償金が制限頭数以下の経営の限界所得を高めることで最

低所得補償規模を引き下げていること，また他方で補助金全体としてみると，

規模に対して比例的に増加する補助金の寄与が大きく規模聞の所得再分配機能

は小さいこと，を指摘することができる。価格水準が容易に赤字(生産所得<

補助金給付額)をもたらす水準では06l，早期引退年金給付額の水準(]7)が後継者

のいない高齢経営者の営農継続の選択に重要な影響をもたらすことが，容易に

推察される。粗放型畜産経営に対する種々の補助金に，小農維持的な配慮が反

映されていても，構造再編を阻害する効果，すなわち小規模経営を永続させる
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第 8図

j主.苧地奨励金は面積当たり給付，また早期引退年金は基礎給付額に面積当たり

加算額がIJ日わる.

資料:フランス農林省資料ほかより作成.

10 100 

効果は決して大きいとはいえない。

( 3 ) 直接所得補償の拡充と差別化

粗放型畜産に対する所得補償は. CAP改革を契機にさらに拡充された (8)。

1992年 5月に決定された CAP改革は，既に述べたように生産刺激的な価格支

持政策からより中立的な直接所得補償への政策転換を意図したものである。価

格支持を基本にした共通農業政策は多くの部門に農産物の過剰をもたらした。
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そして，価格介入やその処分の経費の増大(とりわけ，輸出補助金)により，

EU財政を逼迫させたことが改革の背景にある。 CAP改革の中心は穀物である

が，粗放型畜産の主要生産物である牛肉も対象となった。介入価格引下げの補

償措置として，繁殖メス牛生産奨励金等の引上げが行われたが，このとき家畜

飼養密度で、計った粗放度による補償金単価の差別化が導入されたことが重要で

ある。この新たな差別化の検討に入る前に，粗放型畜産経営に直接的な影響を

あたえる改革の内容について，簡単に触れておこう。

まず，牛肉の介入価格を 1993年からの 3年間で 15%引下げることに対して，

繁殖メス牛生産奨励金，オス牛生産奨励金の補償金単価がそれぞれ引き上げら

れた。ただし，供給調整手段として耕種部門でセットアサイドが条件とされた

ように，畜産部門では個別経営ごとに改革前(1991年)の飼養頭数を基準にし

た補償限度頭数が設けられた (9)。フランスの繁殖メス牛補償限度総頭数は 390

万頭で， EU構成回全体の 34%を占め，その影響は最も大きい。羊肉部門につ

いては， 1989年に介入制度の変更により支持価格の削減措置がすでに決定され

ていたため(20)，改革の枠内で介入価格の引下げは行われなかった。しかし，羊

生産奨励金も補償対象限度頭数が設定された。

上記の繁殖メス牛生産奨励金，オス牛生産奨励金および羊生産奨励金を受給

する場合に，家畜飼養密度制限を設けることで，補償の差別化が導入された。

改革初年度の上限飼養密度は草地基盤面積 1ha当たり 3.5UGBであったが，

毎年 0.5UGBずつ引き下げられ， 1995年には 2.0UGB以下を条件とすること

になった。ただし，この場合の家畜飼養密度の計算は，上記補助金の対象頭数

(UGB)をもって行われる (21)。これは，実質的にはフランスではごくわずかに

存在する集約的な肥育専門経営や大規模畑作地帯の穀物一肥育複合経営を補償

対象からはずす意味を持つに過ぎない。

加えて，飼料基盤面積 1ha当たり家畜飼養密度が1.4UGB以下の場合に，上

の 3補助金の対象頭数 (UGB)につき補償金の加算がある(以下粗放加算と呼

ぶ)。以上までの生産奨励金と粗放加算は EU負担で，構成田共通の制度である

が，フランスではさらによりいっそう家畜飼養密度が低い畜産経営に対して給
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付される粗放型畜産システム維持奨励金 (Primeau maintien aux syst色mesd'

εlevage extensif :通称，草地奨励金 (Primea l'herbe))が導入された。これ

は. EUの農業環境関連措置を利用したもので. EUが支払総額の 50%を負

担するもののフランス独自の措置である。この奨励金は，飼養頭数当たりでは

なく草地面積 1ha'11たりの補助金であり，これまでの畜産経営に対する直接補

助金と異なる(ただし 1経営当たり 100haを限度とする)。家畜飼養密度は，

経営面積のうち 75%以上が草地である場合には，草地面積当たり1.4UGB以

下であればよいが.75%未満の場合1.0UGB以ドである必要がある。ただ，粗

放加算対象の頭数が繁殖メス午生産奨励金もしくはオス牛生産奨励金の補償頭

数で計られたのに対して，草地奨励金の場合の家畜I単位数の計算は，年聞を通

じた全家畜が対象となる (22)。加えて，対象となる面積は一時的草地，人工草

地，永年草地であり (2:l).飼料基盤とされる飼料用トウモロコシや穀物生産面積

は算入されない。このため，粗放加算の給付を受けるための条件となる家畜飼

養密度よりも厳しい制約がつくことになり，補助金給付の対象が明確に草地基

盤の粗放型斎産経営にしほ、られている O したがって，草地奨励金を受給する経

営をもって，典型的かつ制度的裏付けを持った粗放型畜産経営といえるだろう

。
)
 

4
 

q
〆M(

 

粗放加算や草地奨励金の導入がもたらす粗放的な畜産経営への優遇措置は，

ミディ・ビレネ一地方を対象とした調査研究(25)からその一端を確認することが

できる。第 9図は.CAP改革による穀物，牛肉の介入価格の引下げによる経営

の減収と，繁嫡メス牛奨励金やオス牛奨励金単価の引上げ，および粗放加算，

草地焚励金の導入による補填の度合いを示している。そして，粗放加算や草地

奨励令の有無により，集約度(もしくは粗放度)の異なる経営の所得が比較さ

れる o 'ミずれの経営も CAP改革に伴う一連の政策変更により，増収分が減収分

を上白lっている。ここで確認すべきことは，組放型斎産経営に対する一連の政

策変更により，集約!支の低い経営ほど経営組余剰(26)が大きくなる点である。牛

肉介入価格の引ドげにより生じた減収は繁殖メス午ー奨励金やオス牛奨励金では

カバーできないが，粗放加算が加わることにより減収を相殺していることが分
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田家畜価格低落による所得減
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圏耕種作物生産補償金
図草地奨励金
口粗放加算

.オス牛生産奨励金
口繁殖メス牛生産奨励金

第 9図 介入価格引下げによる減収と各種奨励金引上げ等による所得補填

フランス， ミディ・ビレネ地方の場合

資料:Hassan et al. (24)， p.31. 

かる。粗放加算および草地奨励金を受給していない集約度の高い畜産経営の場

合，耕種作物に対する補償金でようやくすべての減収分を補っている。このよ

うに，粗放化を奨励する各種補助金による，集約度の低い経営に対する優遇措

置の効果が明らかであろう o

以上のように，粗放型畜産経営に関する直接所得補償は CAP改革を契機に

再編された。その政策的意味は，介入価格引下げの代償として生産奨励金単価

をヲ|き上げるとともに，家畜飼養密度に基づいて対象経営を差別化することで

あった。先に触れたように，一定頭数以下とそれ以上の頭数の補助金単価の格

差が縮小し，規模聞の所得再分配機能は弱まったが，異なる集約度の経営聞に

おける所得分配機能を高めたといえる。このように新たな補助金の導入により，

粗放型畜産経営は補助金依存度をさらに高めたのである。

( 4 ) 部門間利害の間整と粗放型畜産

粗放型畜産経営に対する新たな補助金の導入は.CAP改革が一部の作物，畜
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産物を対象としたことから派生した歪みに起因したものでもあった。上述のよ

うに，草地奨励金は CAP改革に伴う措置として位置づけられた農業一環境プ

ログラムの一環として導入され，経営規模ではなく集約度を基準に補償金対象

を差別化したものである。しかし，導入の意図は自給飼料穀物や飼料用トウモ

ロコシを基盤にした集約的な肉午肥育・酪農経営とのバランスをとることであ

った。つまり，飼料用トウモロコシ(自給飼料用を含む)は CAP改革による介

入価格の引下げの影響を受けないにもかかわらず，作付面積を穀物として申請

し，穀物生産補償金を得ることが可能となったからである。この経緯について，

若干補足しておこう。それは CAP改革の根幹，つまり穀物の価格引下げに起因

する。

穀物価格の大幅な引下げには，域外，特に北米から輸入される穀物代替品(家

畜飼料)によって占められている市場を取り戻すというねらいがあった。つま

り，過剰穀物を域内の飼料穀物需要にあて，処理するという戦略である O 生産

費の 30-40 %が家音飼料に費やされる養豚，養鶏の場合，こうした穀物価格

の大幅な引ドげにより 10-15 %の生産コスト削減につながるとみられた。し

かし，牛生産部門は飼料穀物依存度が低いため，養豚，養鶏部門ほどには穀物

価格引下げが生産コストの引下げ要悶とはならない。加えて，牛肉消費が減少

傾向にある中，午肉に対して代替的な豚肉，鶏肉との価格差が広がることによ

り，牛肉の需給関係をいっそう悪化させることが懸念された。このため.CAP 

改革による牛肉介入価格の引下げ (15%)の一国は，牛肉の過剰問題への対処

というよりも，代替品である豚肉，鶏肉との価格差が広がることによる競争力

の喪失を回避することにあった(27)。他方，飼料用トウモロコシを穀物生産補償

金の対象とするという点は，当初のEU委員会の改革案(マクシャリープラン)

にはなかった。しかし，穀物価格の下落により穀物や穀物代替品を飼料として

多用する集約的な酪農(特にオランダ)は，養豚，養鶏部門のように非常に有

利となる。反面，飼料用トウモロコシを飼料基盤とするフランス大西洋岸地方

の酪農の競争力が相対的に弱まってしまう。飼料用トウモロコシを穀物として

カウントし，自給飼料用穀物とともに穀物生産補償金受給への道を聞いたのは
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このためとされている(加。

したがって，自給飼料用穀物もしくは飼料用トウモロコシを生産する経営は，

穀物生産補償金を受給するためにこれらの面積を穀物生産面積として申請する

か，繁殖メス牛生産奨励金もしくはオス牛生産奨励金受給の条件となる飼料基

盤面積当たり家畜飼養密度 2UGB以下を満たすために飼料基盤面積として申

請するか，選択する必要がある。実際に 1995年の申請では，自給飼料穀物面積

およそ 300万ha強のうち， 28万haのみが飼料基盤|面積として申請されているに

過ぎない(29)。このように，繁殖メス牛生産奨励金もしくはオス牛生産奨励金の

受給条件として設定された飼養密度は，フランスでは高いハードルではない。

すると，専ら草地を飼料基盤とした粗放型畜産経営に対する公平を欠く。この

ように草地奨励金の導入は，穀物価格の引下げがもたらす部門間，構成国間，

部門内のバランスの配慮、の結果と L寸側面があった。このことは，補助金総額

の増加として帰結し， CAP改革実施期間の農業経営所得上昇に一定程度寄与し

たものとみられる。

( 5 )小括

以上のように，異なる政策目的を持った 3タイフ。の直接補助金の分析を行っ

た。粗放主I畜産経営に対する直接所得補償が果たした機能について，以下のよ

うに整理することができるであろう O それは第 1に，直接補助金を活用するこ

とで，短期的に価格変動による影響を弱め，構造改善途上の経営の将来見通し

を安定させるとともに，低所得経営の所得維持を図り社会的な混乱を防止する

機能である。その際の所得補償のノド準は，中長期的に構造再編を阻害する程の

ものではなく，構造再編の速度を緩めることにのみ貢献した。このため，農業

経営数を維持することで農村社会の活力向上が図られたわけではない。第 2に，

直接補助金により，農業経営者の行動を一定の政策目的にそった方向に誘導す

る機能である。とりわけ，環境保全に対する世論の高まりを受けて始まった，

直接補助金による粗放型畜産経常や環境保全的な営農行為に対する誘因措置が

それである。環境保全に対する世論を反映した措置の一環であり，過小供給と
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なっている環境財の供給に誘因を与えるという点で経済的な措置である。以上

のような機能に加えて，粗放型畜産の維持，奨励に関する現行の施策体系は，

選別的な投資助成政策による不公平の解消，酪農部門における供給過剰の是正，

羊肉にみる国境措置の撤廃， CAP改革の歪みの波及に見られるように， f也部門

の政策の波及の対処として形成された側面がある。すなわち，何らかの政策変

更によって損失を被る場合や，政策変更が様々な利害をもっ当事者間に不公平

をもたらす場合に，妥協，懐柔の一環として，直接補助金が活用されたという

点である。これは，利害の調整機能ともいうべきものであり，補助金の政治的

な側面といえるであろう。

注(1)肉牛経常」は貨幣価値で表された粗収益 (margebruteJの 2/3Utを牛飼養か

ら得，かつ乳牛からの収益が1/10以下の経営を，また， r羊およびその他草食家畜Jは
粗収益の 2/3以上を草食家斎飼養から得.牛飼養がこのうち 2/3以下の経営をいう o

(2) フランスのハンディキヤソプ補償金等に関する制度の詳細は，是永 (39) を参照さ

れたい。

(3) 和泉 (42)，52 -55べージ。

(4) この他，地中海岸に臨む地域について，乾燥地域指定がある。

(5) Cavaihes (9， pp.37-38) は，代表的な粗放~~帝産地帯であるシャロレ地方におい

て，長期的に見ても士地集約度の上持は農地価格の上昇にもかかわらずきわめて軽微

であったことを明らかにしている。 1955年から 1979年にかけて農地価格はその他生

産要素に対して 4倍近く上昇したにもかかわらず， 飼料基盤面積当たり家事頭数は

0.77頭から 0.95頭とl.2倍に上昇しただけであった。このミとは粗放型畜産におい

て，その他生産要素に対する地価の相対価格の影響は小さく，集約化に対する技術制

約が強〈存在することを示唆している。

(6) 是永 (47)， 246 -248べージ。

(7) FNSEA (22). 

(8) Petit， et al. (36) 

(9) Spinder (40) 

(l的 Minist吾rede l'Agriculture et de la Foret (30， p.l72)。また，この背景には

イギリスの羊肉の消費減退，生産拡大に対して，フランスの芋肉消費拡大がある

(Blanchemain ( 5 ) J 0 羊肉共通市場化によりフランスの羊肉価格は低落し，以来，飼

養頭数は傾向的に縮小している。

(11) ハンディキヤヴプ地域補償金は UGB(大家喬単位)当たりで支給される一方，羊生
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産奨励金は j ス成芋頭数三~たりで支給される。 1 UGB は成午(2歳以|二)1頑，メス

成芋 6Jittに相当 L，たとえば 1993年の山岳地域の芋に対するハンディキャッブ地域補

償金単価 960フランIUGBに対し， r，D年の下斗..，産焚励金は 1，014フランIUGB(169フ

ラン^6 ~且)となる。

(12) Carrere et a!. (7 ，pp.l9-21)は， 1982守ーと 1985irに指定地域が目立って拡大した

ことについて， 1982年には11I問地坑.条件不利地域における農業および農村経済実態

調査委員会報告が公表され， 1985年には1111日1地域振興法が成立する時期に相、与したこ

とを指摘している。

113) 料放可l帝産経営の費用構造は短期的な粍戸;環境の変化，つまり '1:ぷ物価格の変化に

対して硬l夜的て、ある。 Cavailhes(( 9) . pp.34-45)によれば.集約的な西部地方の経

営のha~t'! たリの'!:，童額は 1980 年代前、Fの価格低落時に 7 ， 066 フラン/haから 4 ， 992 フ

ラン /haに減少するとともに，流動コスト(肥料，改良 ~'J，種子，防除，家畜飼料，燃

料費，獣医薬品等)は 2，278フランIhaから 1，435フラン/haに減少した。集約的畜産

経常にみる生産額の減少は，生産物価格の低落に反応し位入を減らしたことで少なく

とも部分的には説明することができる。他方.半R放究~のシャロレ地方の経常では，同

じく 80{十代前干の'1'産物価格f氏治期間にha-，)たり午高額は 3，386フラン/haから 2，

502フラン !ha'ニ減少したのに対して，流動コストは 581フラン/haから 613フラン/ha

に宥 fl昇した。 つまり，組放型経常ではコスト削減効果が期待されにく "0このこ

とは 1980年代を通じて，集約的な西部t也方の経常の流動コストは 1，300-2.300フラ

ンIhaと変動が大きいのに対して.シャロレ地んfででは約 500フラン/ha前後， 7 シフ・

サントラルで 700-800フラン/haと変動が軽微である点からも結論できょう。このた

め.州事再f氏推トロ)h"、1'，プ三りの付加価I1自i主新E'l:1¥ij地名に1:いてj域Jtが激しい。すひわty，

凶都池ん~'i:j: 1!.l81 "f.から 1!i87年に付如何他Ij:J，217フラン(haから 1，784フラン(hA

ヘ45%減少したのi二対して.Jャロレ地}jでは l司89677シ/huから 92077<--' /huへ
51% ，マシ7・サントラルでは 2.512フラン/haから 1.026フランlhaへ59%それぞれ

減少した。

(14) 是永 (46)，151 -152ページ。

(I日 この点については， CAP改革の品環として実施された牛肉介入価格引下げ(3年間

で 15%)にともない， 1993年以降，繁殖メス午牛民主奨励金単価が大幅に引き上げられ

たことにも表われている。このとき， EU負担分の上昇にともない，フランス政府は自

国負抗の加算を引き下げた(第 6表)。フランスの麟良部門以外にも. EU構成国の中

にはトイツ，オランダ，デン 7 ークなどの構成国で賂農部門が農業経済の中で重要な

佼置を占め，これらに対する保護政策の波及が.繁殖メス牛をj:畜とする肉牛生産経

常所得を悪化させる時，フランス政府負担1をEU負拐に切り替える理由が成立したもの

と解釈できるだろう O
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(J日 フランス農林省統計調査研究部 (SCEES)は， CAP改革前の 1991年経営簿記調査

(RICA)をもとに，改革により子想される価格の下落と直接所得補償額から， CAP改

革後の所得(1996年)の推計を行っている。これによれば，主要な粗放型畜産地帯にお

ける「肉'1-J I羊」も華経常では，直接補助金支給額が可処分所得を上回るという結果

が出きれている (Minist色rede l'Agriculture et de la Foret (33))。

(J7I 早期引退年金は 15年以上の農業経営歴を持つ 55歳以上 60歳未満の経営者が引退

し経営を譲波する時，年金資格年齢である 60歳まで給付を受けられる年金で， 35，000 

フラン/年の基礎給付額に 10ha以上 50ha以下の面積について， 500フラン/haが加算

される。

(l掛 CAP改革の EUI長l用牛経営に対する影響については，荏開浬ほか(43)，また，補償

金に関する解説は釘附ほか (44) に詳しい。

(1同 オス牛奨励金については従来通り I経常当たり 90頭に制限されている。オス牛奨励

金の場合，生後8カ月のオス午(10カ月まで保有することを条件とする)を対象に給

付されていたが， 20カ月めにも奨励金が給付きれることになった(同様に， 22カ月ま

で保有することを条件)。フランスの補償限度総頑数は 190万頑で， EU構成国全体の

限度頭数の 17%である。

目的 なお， 1991年から羊生産奨励金の対象となる羊頭数に対して， I農村奨励金」と命名

された補助金が新設された。これは，ハンディキャッブ地域のみを対象としており，

差別的な所得支持をねらったものである。

白l) 粗放的特徴について，全飼養頑数を考慮して経常技術的に把握する場合の飼養密度

より、li然低い値となる。なお，一部対象となる階農経営の場合，牛礼生産害IJ当て量か

らみなし計算される頭数を合む。

仰草地奨励金の給付に必要なその他の条件は，以ドの通りである。

①草地 3ha以上，常時 3UGB以上で経営する。

⑤経営七が農業杢 io業主し 60議未満であると1:0 ただし所得水準に上つでほ，農業

が副次的でも n[。なお，共同経常(GAEC)の場合，経営主資格のある構成員数を掛

け合わせた面積が上限となる。

③午もしくは羊を飼養していること。

④受給後 5年間全草地面積，永年草地面積を維持する。

⑤年間平均釦]養密度条件を遵守する。

⑥奨励金対象岡場の維持・管理ーを行う (放牧もしくは刈取りを行い，垣，溝，水飲み

場を管理する)。

⑦引退する場合に，奨励金契約は譲渡可能である。

⑧一時的草地の場合には，播種の日から 3年間同じ圃場で維持する。

筆者が行った経常調貨によれば(調査の詳細は 4参照)， LlJ間地域に立地する草地面
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積 72haを経営する経営者は闘場を区切る生け垣の管理(刈り込み等)に，およそ 8

時間 x30日を要したという。 草地奨励金を受給するために以上のような条件を満

たす必要があるが，従来の経営手法に対して特段の制約を与えるものではない。こ

の経営者は辛地奨励金の受給を刈り込み等に関わる未払いの管理労働に対する報酬

と捉えていた。

(23) 農業センサス等の統計では，人工草地は7 メ科飼料作物が作付けされ， 1年以上の

期間，草地として継続して利用されるものと定義される。一時的草地はイネ科飼料作

物の作付け，もしくはイネ科，<メ科飼料作物のi昆播である。これらは， ともに輪作

体系に組み込まれるのが一般的である。

(24) ちなみに， 1995年時点で 12.5万経営，対象面積は 580万haにのぼる。フランスの全

農業利用面積が 3.000万00，全草地面積が 1，060万ha(1995年)であるから，草地面

積全体の 5害1)をこえる。また， Baudin (1)が 1994年の経営簿記調査 (RICA)に基

づいて行った推計によれば，組放生産を奨励する粗放加算，草地奨励金をともに受給

する経常は， 11勾午j経営(経営所得のうち 75%以上が肉牛)の 66%，粗放加算のみ

を受給する経営が 21%，どちらも受けない経営は 13%となっている。粗放型経常に

対する奨励金をともに受給する場合， 1 UGB当たりの奨励金額は全肉牛生産経営の

平均に対して 12%，告しどちらも受けない経営は 32%低くなる。

自国 Hassan et al. (24) 

。日 経営簿記調査に基つ。いて算出されており，経営粗余剰(ExcedentBrut d'Exploita-

tion)は，農業経済計算で用いられる経営総所得の構成にほぼ等しい。

i2n BazIn et al. (2). 

自国 Guesdon et al. (23)， p.42. 

側 Casagrandeet al. [8). 

4.直接所得補償の影響力 粗放型畜産地帯の事例から

以上，粗放型畜産経営に対する直接補助金について分析を試みた結果，生産

者価格低落下の農村社会の激変緩和，政策目的にあわせたとりわけ環境財供給

に対する経済的誘引，そして政治的な利害調整の子段としての直接所得補償の

機能を示した。しかし，農業経営者から見れば，何よりも重要なのはこれら直

接補助金がいかに農業経営所得の維持，向上に寄与するかであろう。そこで，

個別の農業経営に対して支給される直接補助金の構成やそれが経営所得に与え

る影響について， 筆者が行った現地実態調査(1)に基づいて分析を行う。現地
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実態調査を行ったのは，フランスの代表的な粗放型畜産地帯であるモルヴァン

地方である。

( 1 ) モルヴァン地方の概略

モルヴァン地方 (LeMorvan) はブルゴーニュの中央部に位置しコート・

ドール県，ニエーヴル県， ソーヌ・エ・ロワール県， ヨンヌ県にまたがる地域

である。この地方は人 11密度が低く(18人/km'， 1990年人口センサス，以下同

様).高齢化が進み (60歳以t-.人Ll比率 31%)，農業就業人口比率の高い地域で

ある (23%)。また， 1982 - 90年間に人口は 4.9%減少しており，過疎化も進

んでいる(両年は人口センサスが実施された年)。フランスの「過疎j農村地域

の一つの典型といえる。

1988年農業センサスからモルヴァン農業の特徴を素描しておこう(2 ) 0 セン

サスで捉えられる農業経営およそ 3，000経常のうち，フルタイム経営(週労働

時間40時間以上)はそのうち 73%を占める。穀作を専門とする経常は 1%に満

たない(第 7衣)。フランス全体では最も構成比の高い「酪農」経営は，モルヴ

アン地方では 1%強にすぎない。羊などの小家畜や肉用牛を主とする経営は 83

%に達し，典型的な草地基盤の組放型経営地帯である O フルタイム経営だけを

第 7衣 モノレヴアン地んーの経常類型

全経営 フルタイム経営

経常数 (%) 経営数 (%) 

穀物および大規模畑作 25 0.8 15 。7

その他耕種経常 21 。7 16 0.7 

酪農 44 1.4 23 1.0 

I勾 午 1，980 65.2 1.708 77.4 

酪農・肉牛 68 2.2 52 2.4 

三千，ヤギおよびその他苧食家帝 548 18.0 235 10.7 

養豚・養建 10 0.3 8 0.4 

言語産複合 155 5.1 55 2.5 

畜産・耕種複合 181 6.0 92 4.2 

全経常 3.037 100 2，206 100 

資料:Ministere de l'Agriculture et de la Foret (29Jー
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見ると， r肉牛」経営の割合はさらに高L、(65%に対して， 77 %)。フルタイム

経常では，羊などの小家畜よりも肉用牛への志向が強い(18%に対して， 11

%)。

このようなモルヴァン地方における粗放型畜産，特に肉用牛への特化は，す

でに 19世紀後半から 20世紀前半にはじまり， 1930年代から 1950年代にその

傾向がさらに強まったけ)0 1970年代以降，全国的に牛乳生産の過剰から肉牛を

導入する酪農経営が増加したが(4)，モルヴァン地方は伝統的な粗放型肉午生産

地帯としての暦史を持つ。

この地方で飼養される肉用種はシャロレ種 (Racecharolaise)のみといって

いい。シャロレ種はソーヌ・エ・ロワール県シャロレ地方原産で，増体に秀で

ていることで知られる白色の肉専用種である。優良な種牛は近年 EU各国のほ

か，東欧にも輸出されており評価は高い。出荷年齢の選択(5 )は，1)土地生産

性(草地の生産性，穀物やサイレージ用トウモロコシ等の生産能力)， 2)販売

価格， 3)流動資金の有無， 4)補償金の受給条件(オス牛奨励金を受給する

ためには，離乳後若干肥育した素午を生産する必要があり，肉牛まで肥育する

と2[n)目の支給が受けられる。また，草地奨励金を受給するには草地当たり家

畜飼養密度をドげる必要がある)によって左右される。モルヴァン地方の経営

の多くは飼料基盤が脆弱なこともあり，育成用の子牛素牛を出荷している (6)。

1980年代に経常規模別の経営数割合は 70haを境界にそれ以上で増加，それ

以下で減少している。この結果， 1980年代に農地は 100ha， 200 ha規模の経営

に集積する度合いを高めた(第 10図)。ただ， 100 ha以上の経営への集積といっ

ても，前l吋の農業センサス(1979年)と比較して雇用労働は大幅に減っている

ことを考えると， GAECや有限会社などの経営者親族を中心とした共同経営体

への集積と見ておいた方が適切で、あろう。

モルヴァン地方のニエーヴル県側 6郡に関する主な農業関連指標は，第 8表

の通りである。北部モルヴァン(ロルム Lormes モンソシュ Montsauche

シャトーシノン Chateau-Chinonの 3郡)は，ほとんどの地域で標高 400-

500 m以上であり，山間地域(モンソシュの大部分，シャトーシノンのおよそ半
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第 10図 モルウ'ァン地方の経営規模}llj農地集積

資料:Ministere de l'Agriculture et de la Foret (29) 

分)， もしくは山麓地域(ロルム)に指定されている(7)。山間地域ほど規模は小

さしモンソシュの経営当たり平均規模は 45ha，繁殖メス牛の平均飼養頭数は

28頭である。南部モルヴァン(ムランーアンジベール Moulins-Engibert.フー

ル Fours. リュズィ Luzyの3郡)は条件不利地域に属し，北部モルヴPアンと

比較して傾斜は緩く，標高もそれ以下である o 経営規模も大きくなり，平均経

営面積は 70ha以上で，繁殖メス牛飼養頭数も 50頭前後である。

経営主の年齢構成は 6郡全体で見ると.35歳未満 22.9%. 35歳以上 45歳未

満 26.1%. 45歳以上 55歳未満 25.0%. 55歳以上 26.0%であるが，特にロル

ム郡のように生産条件が劣り経営規模が小さい北部で高齢経営者割合が高くな
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第 8表 モルヴァン地方 6郡(ニエーヴル県)の農業指標

経営数 1993年

郡 経常当たり うち草地基盤 車王営当たり
1979年 1988 1993 

由 繁殖メス牛頭数
メス羊頭数

シャトーシノン 387 315 243 60.5 92.5 36.5 3，943 
ロルム 333 273 181 70.0 87.1 33.4 2.108 

モンソシュ 399 296 228 45.2 87.2 27.6 1.295 
ブール 290 257 167 93.4 87.4 52.5 7，549 

リュズィ 512 414 314 72 .2 90.7 49.4 5，761 
ムラン・アンジベ-!~ 373 325 214 79.5 92.2 47.6 5，898 

ニエーヴル・モルヴアノ 2，294 1，880 1，347 69.0 89.8 4l.6 26，554 

資料:Chambre d'Agriculture de Niをvre(12)， Ministere de l'Agriculture et de la Foret 
(29) 

i主.農業利用面積・飼料基盤面積(1988年九経常数(1993~.).繁殖メス1" 'i~~良数 (1994

年).

第 9表 モルヴアン地方 6郡(ニエーヴル県)の経常主年齢と経営規模(1993年)

35歳未満 35-45歳未満 45-55歳未満 55歳以上 d十

10ha未満 4 7 7 13 31 

10-50未満 78 81 115 159 433 

50-100未満 126 169 145 115 555 

100ha以上 101 94 70 63 328 

計 309 351 337 350 1，347 

資料・ Chambred'Agriculture de Ni色vre(12). 

る(第 9表)。また，経営者年齢 55歳以上の年金受給間近の経営は，その他経

営に比べて規模が小さ L迫。こういった高齢者経営の農地は今後の規模拡大用地，

もしくは青年農業者自立用地のプールとして位置づけられるものである。

(2) モルウeアン地方の農業経営所得

第 10表は，ニエーヴル県農業会議所が経営指導を目的に作成した個別経営の

経営収支の集計を基礎に作成したものである。このような経営簿記を記帳する

経営は，近代化融資の条件となる経営計画を実施する経営，青年農業者給付金

を受給した経営，その他自主的に参加する経常のいずれかであり，モルヴァン
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地方の平均的規模 69haよりもかなり大きな経営である(対象経営の 1995年平

均規模は 87ha) 0 粗放型省産地帯における「自立経営 (exploitationsviables) J 

と行っていいだろう O なお，補助金は毎年申請する家畜生産補償金，組放加算，

草地奨励金，穀物性1主補償金，ハンディキャッブ補償金の他， 1990年に実施さ

れた午|勾， 下肉価格ドi落時の一時的救済措置として講じられた小額投資に対す

る補助金を合めたものである o ただし，青年農業者助成金(DJA)，畜舎投資助

成金など投資に関わる補助令は合まれていな ~'o なお，表中の生産額には家畜

頭数の増減が価値換算された I二で、計上されている。

粗放型畜産経営の補助令依存度は 1980年代に・貫して高まる傾向を明らか

第 101三 モルヴァン地方(ニエーヴル県)の経営所得

1988年 1989 1990 

サンプル経日数 33 34 31 

‘|ι担j経常函償(ha) 67 66 67 

'tr従傾 4，841 4，749 4，590 

補助金 573 584 621 

粗生産額 5，414 5，333 5，211 

ifi動費用 1，366 1，332 1，323 

うち飼料* 487 480 466 

うち肥料 310 319 316 
辛且ゴ?三畢IJ 4，047 4，001 3.888 

固定費用 1，481 1，418 1，451 

償還金・減価償却 740 776 円{門i:J戸

経常粗湘 I 2，566 2，583 2，437 

可処分所得 1，826 1，807 1，662 

補助金料 I 38，381 38，534 41，582 

可処分所得 I 122，342 119，262 111，354 

補助金 4処分所書(九II 31. 4 32.3 37.3 

資料:ニエーヴル県農業会議所による.

(単位フラン/ha)

1991 1992 1993 1994 1995 

34 55 57 70 73 

67 74 77 80 87 

4.391 4，615 4，606 4，589 4，181 

734 865 1，370 1，512 1，676 

5‘125 5，480 5，976 6，101 5，857 

1，462 1，609 1，529 1，400 1，411 

:146 598 571 492 480 

329 367 338 271 254 
3.663 3，871 4.447 4.701 4，446 

1，456 1，499 1，560 1，604 1，623 

626 832 837 845 744 ' 

2，207 2，372 2，887 3，097 2，823 

1，581 1，540 2，050 2，252 2，079 

49，198 64，012 105，483 120，993 145，775 

105，927 113，960 157，850 180，160 180，873 

46.4 :16.2 66.8 67.2 80.6 

i七.粗余剰二粗生産額(補助金含む)一流動費用

経常粗余剰=柑l余剰一 l吋定費Jll
可処分所得=経常組余剰ー償還金・減価償却

なお，可処分所得は，家三|費のほか，自己投資用資本を合む.

*単P:はフラン/UGB

**単いはフラン/経iZ'
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にしたが，ここでは第 10表における 1991年と最近の 1995年を比較すること

で， CAP改革前後の補助金依存の動向について指摘する。集計対象となる経営

は各年次において異動があるため， ha当たりの経営成果を用いた。集計対象経

営の平均面積は， 1991年以降毎年上昇しており「自立経営」の規模拡大が著し

いことがうかがわれる。 ha当たりの同定費用の増加は資本装備の比重の高まり

を反映したものといえよう。 1991年は粗生産額，粗余剰，経営粗余剰ともに最

も低かった年次である。 1993年以降牛肉の介入価格は漸次引き下げられたが，

ビーフサイクルの中で供給が引き締まった時期と重なったため，生産額は 1994

年まで増加し，介入価格の引下げの影響は 1995年になって表われた。 1995年の

ha当たりの生産額は入手し得たデータの最も占い年次に比べて，およそ 14%減

少した。 1995年の補助金受給額は，介入価格引下げの代償とした補償金単価の

上昇や草地奨励金などの導入を反映して， 1991年と比較すると約 2.3倍に達し

た。この聞の経営粗余剰の増加は約1.3倍である。可処分所得に対する補助金

の割合は 46.4%から 80.6%に達し，経常所得の補助金依存度は一貫して上昇

していることが明らかである。

そこで，直接補助金の農業経営所得に与える影響についてより具体的に明ら

かにするために 5人の農業経営者に対して補助金給付の実態に関してヒアリ

ング調査を行った。とりわけ，直接補助金の内訳に関するヒアリングを行うこ

とで，どのようす補助金の影響が大さいかを明らかにするミとができた。ヒア

リング調査によって得られた各種補助金の構成は，第 11去の通りである。

これによれば，第 1に，経営純所得に対する補助金の割合は，山間地域肉専

用繁殖経営(調査経営 3)の 71%から，条件不利地域繁殖牛・芋複合経営(調

査経営 2)の 179%と経営の発展段階や経営者のライフサイクル上の位置に応

じて大きく異なるが，補助金の存在は極めて大きいことが理解される。

第2に，ハンディキャッブ地域補償金の上限 UGBは50単位であるため，い

ずれの経営も満額受給しているが，経営所得に対する補助金の影響は，ハンデ

ィキャップ地域補償金よりも家畜頭数規模，生産面積の規模に応じたその他の

補償金の方が圧倒的に大きい。しかしながら，穀物生産の比重が小さい経常に
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第 11表調査経営の

調査経営 1 調査経営 2

繁殖肥育一貫経営 繁殖肉牛・羊複合経営

llJ麓地域 条件不利地域

経常規模

経営面積(ha) 187 220 

うち草地飼料面積(ha) 144 151 

繁殖メス牛頭数(頑) 59 53 

メス羊頭数(頭) 373 

総大家喬単位数mGB) 117 137 

労働力単位数 1.5 1 

経営実績

販売額(フラン) 504，621 462，579 

経営純所得(フラン) 372，311 246，162 

補助金/経営純所得(%) 74.0 179.1 

補助金内訳 (フラン) (%) (フラン) (%) 

穀物生産補償金 66，451 24.1 66，371 15.1 

飼料用トウモロコシ生産奨励金 6，558 2.4 6，955 1.6 

j由糧種子牛Ijf:補償金 64，546 14.6 

休耕補償金 12.879 4.7 34，306 7.8 

耕平軍部門計 85，888 31.2 172，178 39.0 

繁殖メス牛生産奨励金 70，240 25.5 56，271 12.8 
オス牛生産党励金 36，618 13.3 12，940 2.9 

粗放加算 27，485 10.0 16，282 3.7 

手生産奨励金 57，425 13.0 
農村奨励金 15，365 3.5 

草地奨励金 30，000 10.9 30，000 6.8 

市況悪化緊急補償金 12，000 4.4 

畜産部門計 176，343 64.0 188，283 42.7 

ハンディキャソプ地域補償金 13，225 4.8 17，625 4.0 

その他 62，880 14.3 

補助金計 275，456 100.0 440，966 100.0 

資料:筆者が実施した調査およびニエーヴル県農業会議所資料より作成.

i主.耕種作物に対する各種補助金の単価は以下の通り.

穀物生産補償金 1，980フラン/ha 休耕補償金 2，550フランlha
飼料用トウモロコシ生産奨励金 11 由糧種子生産補償金 3，584フランlha
市況悪化緊急補償金 240フラン/繁殖メス牛(上限 50頭)

(イタリア，スペインの通貨の下落に伴う緊急補償，子牛素牛の多くはイタリアに輸出され

なお，経常純所得は販売額士家畜ストック+補助金一流動費用ー固定費用(借地料，租税公課
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概要と補助金構成

調査経営 3 調査経営 4 調査経営 5

繁殖肉牛経営 繁殖肉牛経営 繁殖肉午・羊複合経営

山間地域 山麓地域 山箆地域

77 145 105 

71 120 105 

54 106 65 

116 

84 171 138 

2 2.3 

288.347 687，399 325，660 

187，548 191. 820 203，950 

70.8 156.1 95.0 

(フラン) (%) (フラン) (%) (フラン) (%) 

10.654 7.4 

48，474 16.2 

10，654 7.4 48，474 16.2 

53，078 37.0 102，530 34.2 

16，514 11.5 38，054 12.7 64.5 

17，112 11.9 34，177 11.4 

30，000 10.0 19，024 9.8 
5.091 2.6 

16，737 11目7 29，034 15.0 

103，441 72 .1 204.761 68.4 178.077 92.0 

25.125 17.5 44，399 14.8 15，585 8.0 

4，180 2.9 1，883 0.6 

143，400 100.0 299，517 100.0 193，662 100.0 

るため，相手国通貨の下落は需要の低ドを招き，子牛素牛の市況が悪化する).

等合む) 償還金・減価償却で算出.
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おいては，ハンディキャップ地域補償金や草地奨励金は，補助金受給総額の 2

-3害IJに達している。

第 3に，午肉市場，家畜取引き市場の低迷によりコスト削減圧力が働くこと

もあり，農地の生産性，労働力の制約条件が許す範囲内で，自給飼料の拡大が

進行している O 制度的にも CAP改革により導入された穀物生産補償金(サイレ

ージ用トウモロコシを含む)により，自給飼料の生産に対する誘因がいっそう

高まった。この点はとりわけ 20ha未満の穀物生産に対しては休耕義務が免除さ

れるため，畜産を主とした経営の自給飼料生産には都合がよい。自給飼料の確

保は肥育期間の長期化を可能とし，経営戦略の選択の幅を広げている。各経営

が受け取る各種補助金の構成からも明らかなように，穀物生産に関わる補償金

額が所得に与える影響は大き L、。肉専用種粗放型経営の中でも，穀物生産，サ

イレージ用トウモロコシ生産の可能性が所得の格差に影響を与えるものとみら

れる (8)。特に自給飼料穀物の調合には，一定の設備が必要で、ある。自給穀物に

生産補償金の対象を広げたことは，経営規模が大きく投資能力のある経営に対

して集約化の誘閃を与えるとともに，草地基盤の粗放的な畜産地帯において，

所得の格差を広げる重要な要素となっている。

第 4に，ハンディキャッブ地域補償金の対象区域や補償金単価は，必ずしも

生産条f牛を十分反映していない場合が見られた(たとえば， llJ麓地域に立地す

る調査経営 1と山間地域の調査経営 3や山麓地域の調査経営 5)。この点につい

て，補償金単価が十分反映していない点は，当地の農業指導員も指摘するとこ

ろである。区域指定の単位となるコミューンは，フランスの場合その他のEU構

成田に比べると小面積であるため，生産条件の遠いを反映しやすくなっている

が，経営単位の生産条件の遠いを反映させるには十分ではない。仮に，補償金

単価の異なる隣接した区域の経営を比べてみれば，補償金単価の格差は必ずし

も公正なものとは三えないであろう。これは区域指定による補償金給付制度の

制約である O 最近導入された草地奨励金は，経営単位の集約度で給付資格を区

別するため，ハンディキャッブ地域補償金制度の医域指定がもっ制約を回避す

ることができ，より公正が確保される制度といえるであろう。
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モルヴアン地方は 4県にまたがる山間地域に立地し，文教，医療施設や都

市的施設に対するアクセス条件が悪い過疎地帯である。このため，生活環境の

ハンディキャップがあり農村生活上の問題は残る。しかし，農業経営数の減少

とともに経営規模は拡大し，農業経営者の若年化が進んだ。農業生産手段，農

業経営能力といった経営資源は充実する過程にある。ただ，農業経営所得に占

める補助金の構成比が極めて高いように，所得政策に対する依存度は依然解消

されずに残っているのである。

注(1) 現地調査は 1996年 9月 16日から 24日まで行L、ブルコーニュ農林局，ブルゴーニ

ュ議会事務局，コート・ドール県，ニエーヴル県，ソーヌ・エ・ロワール県の農業会

議所等で聞き取り調査を行った。調査地の選定について，デイジョン国立高等農学教

育機関(ENESAD)， J. P ドパ一氏， A.ルセニョール氏から貴重な助言，協力を得た

ほか，農業経営調査の際にはコート・ドール県およびニエーヴル県農業会議所の畜産担

当指導員らの協力を得た。聞き取り調査を行った農業経常者は，補助金全体の総額に

ついておおむね念頭にあったとしても，それぞれの直接補助金の構成については，決

して十分認識しているとはし冶えなかった。このため，農業会議向付旨導員の助力がなか

ったら，直接補助金について農業経営者から短時間に情報を得ることはかなり悶難で

あったろう。

(2) フランスの農業センサスは 9年おきに実施されている。 現在のところ 1988年セン

サスが最も直近のものである。

(3) Blanc (4) 

(4) Geusdon et al. (23)， pp.l6-19 

(5) シャロレ種オス牛の場合，出荷年齢は主として次のように分類される。

①秋出荷 8-10カ月子牛素牛(broutardsd'automne)通常冬季に生まれ，春一秋

に母牛とともに放牧，離乳期を過ぎる秋に出荷。

② 12 -13カ月千牛素牛 (broutardsrepouses) 離乳後に著子濃厚飼料等で肥育

し，冬季に出荷。

③ 15 -18カ月素午 (taurillonsmaigres) 冬季に乾草および濃厚飼料等で舎飼い，

寺翌年再び放牧した後，秋に出荷。

④オス肉牛 (taurillonsgras) 離乳後にサイレージ用トウモロコシで肥育。出荷時

期は 5-10月で， !H.街昨年齢は 24カ月をこえる。

⑤去勢肉牛 (baufsgras) 夏期に母午とともに放牧，離礼後に乾草および穀物飼料

でい合飼い，翌年夏期に再度欣牧した後，乾草，穀物，濃厚飼料で肥育し 30カ月程
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度で出荷。

ブルゴーニュ農業会議所が行う繁殖肉牛粗放型経営のモニター調査資料(1994年

度)によると，オス牛出荷総頭数のうち子牛素牛の割合は 52%，屠殺前まで肥育

されるのは 10%程度である。メス午の場合は，オス牛の出荷年齢よりも高~'0た

だ，モニタ一対象となる経常は，経営規模，組織ともに先進的経営に属するため，

ー般的には子牛素午の出荷構成比はさらに高いと考えられる。

(6) 肥育素牛となる子午のほとんどが，フランスの穀物地帯に移出されるとともに，イ

タリアにも輸出される。

(71 モルヴアン地方は 1987年に山間地域， tlJ麓地域の指定を受けた。ハンディキャッブ

地域の拡大要求にこたえるために，山間地域に指定替えされたのがこのモルヴァン地

方である。モルヴァン地方は，ヴォージュ.ジュラ，アルプス， 7 シフ・サントラル，

ピレネーといった従来から山間地帯と認定されてきた地域とは異なり，国土整備政策

上の山閉経済地域対策には位置つずけられていない。

(8) Colson et al. (15)の推計においても，組放型畜産経営のha当たりの各種補償金受

給額は土地集約度が高まるにつれて上昇すると結論されている o

5 .おわりに

本稿は，フランスにおける組放型畜産を取り上げ，ハンディキャップ地域の

農業経営所得形成に不可欠となった直接所得補償の意義について分析を行った。

その結果，明らかになったのは以下の点である。

第 Iに，粗放型畜産はフランス農業の中で，所得が最も低位にある部門であ

り，その他供給過剰産品と同様に，その生産者価格は傾向的に低落している。

ハンディキャッブ地域に立地する組放型畜産といえども，クロルが示したフラ

ンス農業一般の構造再編メカニズムの例外をなすものではない。すなわち，粗

放型畜産地帯においても， 1970年以降，農業経営の減少，それに伴う農地の集

積により，構造再編はフランス農業全体に比べて遜色ないテンポで進んだ。

第2に，粗放型畜産の所得水準が傾向的に低落する中で，農業経営所得に占

める補助金比率が一貫して増大し，所得の構成上不可欠となった。種々の補助

金の中で次第に影響力を増してきたのが，価格低落に対する代償措置としての

生産補償金である。その理由はまず，市場価格を反映した補償金制度は，所得
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補償措置として迅速な対応が可能で、あり，設定された参考価格と市場価格との

差額をベースにすることにより，補償額設定に伸縮性を保つことができる点で，

ハンディキャップ地域補償金制度よりも，当該産品価格が傾向的に下落する過

程では優れているからである。また，ハンディキャップの概念を正確に定義し，

補償金の算定に反映させるのは技術的にも困難なことである。特に指定地域の

拡大に際しては，政治的な恋意が加わる余地は極めて大きい。さらに，価格下

落による所得補償の歳出が，ほほ全額 EU負担であるのに対し，ハンディキャ

ップ地域補償金の場合.EU負担は 25%であることから，ハンディキャップ補

償金単価の増額は加盟国に負担が大きくなるという制度的問題もある。このよ

うな背景の中で，生産条件のハンディキャップの補償を目的に始まった補償金

制度は，価格低落に直面した粗放型畜産経営に対する国内措置の一環として活

用されたものといえよう。そして，ハンディキャップ地域補償金や繁殖メス牛

生産奨励金の小規模経営優遇的側面は，中長期的に農業経営数を維持する役割

を十分果さなかったが，生産者価格低落がヲ|き起こす構造再編の速度を緩め，

農村社会の激変を短期的に緩和させるものとして機能したと解釈できる。

第3に，粗放型畜産に対する直接所得補償の手法に，飼料基盤もしくは草地

基盤に対する飼養密度による補償対象の差別化が加えられたことである。これ

は土地集約度の上昇を抑止することで供給過剰を防止するとともに，低生産性

農地の維持に対して誘引を与えるものである。特に，農業・環境措置の枠組み

の中で，実現された草地奨励金は，飼養密度のとりわけ低い経営に対する補助

金で，粗放型生産を保護，奨励する性格はより強い。だだ，草地奨励金は導入

の契機や営農上の給付粂件がもっ制約の弱さを考えると，生産者価格低落下の

追加的所得補償としての側面も見逃してはならない。環境保全を目的とした所

得補償は 1985年の EC規則(規則 797/85第四条)により道が聞かれたにもか

かわらず，イギリスやドイツなどと比べてフランスの適用はこれまで試験的で・

あり消極的であると評価されてきた(])。現段階においても，追加的費用を伴う

環境保全的営農行為に対する契約的所得補償という側面が弱い点は，このよう

な評価を基本的に変えるものではないといえるだろう。
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第 4に，粗放型畜産部門に対する所得補償政策は，共通農業政策の基軸であ

る酪農，穀物に対する政策の波及を契機として展開した。すなわち，ある部門

に加えられる農業政策の変更が別のある部門に損失を及ぼしたり，補助の配分

に不公平をもたらす場合の代償措置として，所得補償政策が展開したのである。

本稿において積み残した課題も少なくな ~'o

第 1に，ある部門に対する政策が他の部門にも波及効果を及ほ、しているよう

に，部門二地域もしくは構成国聞の利害対立は決して小さくないはずである。

本稿においては，粗放型畜産経営に対する所得補償措置に限って分析を加えた

にとどまるが，利害対立の調整の視点から EU共通農業政策の展開について説

明することは重要な課題であると考えられる。とりわけ，財政的制約が強く働

く中で，農業者に分配されるパイが限られている現状を考慮すれば，既得権益

化した直接所得補償の配分構造をめぐる利害対立が，今後の政策形成をめぐっ

て先鋭化するとみられるからである。

第 2に，本稿では組放型畜産に限って，ハンディキャップ地域の直接所得補

償について検討したが，フランスにおいても，またEU諸国全体としてみればよ

り重要な酪農部門について，十分検討することが必要で、ある。現在の生産割当

制度の期限切れとなる 2000年以降， 現行の酪農政策の改革がなければよりい

っそうの供給制限が必要との予測が出されている(2 )。

最後に，次期 WTO交渉においで，直接所得補償の取り扱いほ重要争点のー

っとなると考えられ，我が国の政策にも影響を及ぼすことになろう。この影響

を見るためにも，フランス，あるいはEUが直接所得補償を根幹とする政策の認

知を国際交渉の場で得るために，どのような戦略をもって臨んでくるかを分析

することが重要となる。現状では，本稿で明かにしたように，粗放型畜産経営

への直接所得補償措置は，介入価格引下げに対する代償としての補助金の比重

が大きしその存立は補助金によっているといっても過言ではない。欧州諸国

における直接所得補償の正当性の根拠を明らかにするためにも，部門=地域も

しくは構成国聞の利害対立の所在に関わる分析が必要とされる。

i主(1) Schawarzmann (38) 

(2) FAO (20) 
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